
業務概要 ⑫自動車

自動運転への取組み

自動車の安全対策

安全基準の策定、型式認証、車検、リコール制度等により自動車の安全の確保・向上を図る。

日進月歩で進化する自動運転技術について、安全の確保、制度面の環境整備、国際競争力強化等を図る。

トラックの隊列走行 無人運転型バス 遠隔操作型自動走行車

【自動走行技術の活用例】
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事故実態の把握

多角的な原因の分析

・「人」の要因（運転者等）
・「道」の要因
・「車」の要因
・「管理」の要因 など

対策の実施

重点分野の抽出
（量的・質的）
↓
対策案の検討
↓
事前評価分析
↓
対策の選定

低減目標の設定

効果の評価

低減目標と対策
による効果の
乖離の評価

車両の安全対策のＰＤＣＡ

次世代自動車に係る安全基準

ハイブリッド自動車等の車両接近通報装置（QRTV）

水素・燃料電池自動車（HFCV）の安全対策

現在（実用化済み） 2020年まで 2025年以降

実用化が見

込まれる自動

走行技術

【レベル１】

・ 自動ブレーキ

・ 車間距離の維持

・ 車線の維持

【レベル２】

・ 特定条件下での自動運

転機能（レベル１の組み

合わせ）

【レベル３】

• システムによる高速道路等一
定条件下での自動運転機能

（システムの要求によりドライ

バーが介入）

【レベル４】

• 限定地域における
無人自動走行移動

サービス

【レベル５】

• 完全自動走行

開発状況 一部市販車へ搭載 自動車メーカーが開発中 IT企業による構想段階 課題の整理

政府の

役割

• 実用化された技術の普及促進、正しい使用法の周知
• 自動ブレーキ・自動操舵に関する国際基準の策定（車線維持機
能の基準は2017年10月施行）（議長国として議論を主導）

• 国際基準策定に先立ち、自動ブレーキ等が一定性能を有するこ
とを国が確認し、結果公表する制度の創設

• 技術水準に応じた安全
確保措置の検討及び国

際基準化

• 開発状況を踏まえた制
度的取扱の検討

完全自動走行車に対応した

制度の整備

- 安全担保措置

- 事故時の責任関係

（Rinspeed社HPより ）（トヨタ自動車HPより）



観光地における電気バスの導入（伊勢神宮）

伊勢神宮の式年遷宮を機に、伊勢市

内既存路線で大型電気バスを運行し、

ＣＯ２排出量の削減、観光振興及び電

気自動車の普及促進に取り組むもの。

国際的な取り組み

環境対応車の開発・普及促進への取り組み、最適な利活用の推進

日本の技術・基準の戦略的国際基準化 アジア諸国の国際基準調和活動への参加促進

国際的な車両認証制度の実現 基準認証のグローバル化に対応する体制の整備

自動車の国際基準づくりに積極的に参画し、日本が強みを有する分野で基準策定をリード。

国連の会議における国際基準の提案
（ジュネーブ）

Ｇ７交通大臣による自動運転車試乗
（軽井沢）

専門家会合における議長職（東京） Ｇ７交通大臣会合（軽井沢）

CO2削減のため、燃費基準の策定、経済的インセンティブ、最適な利活用の推進等の施策を展開。

新たな燃費表示の導入

自動車の燃費は走行環境により変化すること
から、自動車ユーザーの走行環境に応じた燃
費性能を情報提供するため、平成29年7月以
降 、WLTCモードに基づき、市街地、郊外、高
速道路毎の燃費の表示を順次導入。（平成30
年10月以降の新型車に義務付け）

超小型モビリティの利活用

電気がエネ
ルギーか
つ高効率

太陽光発電と電気バスを組み合わせて、

全くＣＯ２を排出しない、「ゼロエミッション交

通システム」を構築し、地域の環境対策を

推進するもの。

ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ交通ｼｽﾃﾑ
電気バスを活用したｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ交通ｼｽﾃﾑ構築

地域交通における環境対応車の利活用


